
平成２３年４月２５日

日本原子力発電株式会社

実行計画の取組み状況および

指摘事項への取組みについて

資料－3



1.実行計画の取組み状況

（１）事象の流れと必要な対策

（２）緊急対策の実施状況

2.指摘事項に対する対応

（１）前回委員会等における指摘事項に対する対応

（２）取組状況の説明

3.今後、実施すべき追加対策

4.まとめ

参考：国からの指示文書に対する対応状況（紹介）

１ 4

5 23

～

24

37

参考1～３

～

36～

目 次



当社設備でも対策前では

①電源機能の喪失

②炉心冷却機能の喪失

③使用済燃料貯蔵池冷却機能の

喪失に至る恐れがあるため、

1.実行計画の取組み状況 （１）事象の流れと必要な対策（敦賀１号機）

全交流電源喪失

炉心冷却機能
の喪失

燃料貯蔵プール
水位低下
(温度上昇)

放射性物質
の放出

津波

保有水減少で燃料頂部露
出となるまでに継続的な給
水体制確立が必要

３つの機能を確保するため設備面、運用面の緊急対策を完了。また、応急対策も取組中。

海水系統機能喪失

【 福島第一発電所の状況 】

の 緊急対策が必要

津波

海水系統機能喪失

非常用ディーゼル発電機の機能喪失

全交流電源喪失

非常用復水器による炉水
位維持及び除熱機能維持

電源車のつなぎ込み

直流・計器用電源の確保による中
央制御室監視機能等を維持

原子炉を継続的に冷却

使用済燃料貯蔵池への注水

使用済燃料冷却

外部電源喪失
①

③

既設ﾊﾞｯﾃﾘｰが枯渇するまでに
プラント監視等のため電源確保の
確保が必要

給水源が枯渇しないように継続
的な給水体制の確立が必要

②ＩＣ用貯蔵タンクへの
水補給

※

※

※
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当社設備でも対策前では

①電源機能の喪失

②炉心冷却機能の喪失

③使用済燃料ﾋﾟｯﾄ冷却機能の喪失

に至る恐れがあるため、

全交流電源喪失

炉心冷却機能
の喪失

燃料貯蔵プール
水位低下
(温度上昇)

放射性物質
の放出

津波

保有水減少で燃料頂部露
出となるまでに継続的な給
水体制確立が必要

３つの機能を確保するため設備面、運用面の緊急対策を完了。また、応急対策も取組中。

海水系統機能喪失

【 福島第一発電所の状況 】

の 緊急対策が必要

津波

海水系統機能喪失

非常用ディーゼル発電機の機能喪失

全交流電源喪失

タービン動補助給水ポンプ
による蒸気発生器２次側

への給水冷却

給水源(復水タンク)への
水補給

電源車のつなぎ込み

直流・計器用電源の確保による中
央制御室監視機能等を維持蓄圧タンクからのほう酸

自動注入(未臨界維持)

蓄圧タンク出口弁閉止

原子炉を継続的に冷却

タービン動補助給水ポンプ
による継続的な冷却

使用済燃料ピットへの注水

使用済燃料冷却

外部電源喪失

①

②

③

既設ﾊﾞｯﾃﾘｰが枯渇するまでに
プラント監視等のため電源確保の
確保が必要

給水源が枯渇しないように継続的な
給水体制の確立が必要
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1.実行計画の取組み状況 （１）事象の流れと必要な対策（敦賀2号機）



消防車など

使用済燃料貯蔵池

非常用
復水器

蓄電池

ディーゼル消火ポンプ

非常用復水器

自然
循環

蒸気

非常用復水器
用貯蔵タンク

復水補給ポンプ

④定期検査における特別点検

ECCS系の健全性確認

使用済燃料貯蔵池冷却水ポンプの分解点検

③使用済燃料貯蔵池の冷却機能の確保

消防車の配置

訓練の実施

⑤安全上重要な設備機能維持のための対策

既存扉の隙間へのシール施工等

①電源の確保（電源車の繋ぎ込み）

訓練の実施

電源車の配置

※既設消火配管より ※

⑥運用面での対策

訓練の実施

緊急対応体制の確立

福井県の皆様への情報発信

②非常用復水器の冷却機能の確保

凡例： 緊急対策：実施済（一部今定期検査中に実施）

（２）緊急対策の実施状況（敦賀1号機）

復水貯蔵タンク

発電用水タンク
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復水
タンク

タービン動補助
給水ポンプ

蒸気タービンへ

駆動用蒸気

ろ過水
タンク

燃料取替
用水タンク

ディーゼル消火ポンプ

消火水系へ

外部電源

原子炉補機
冷却水ポンプ

原子炉
補機冷却

海水ポンプ

海へ

ディーゼル
発電機

余熱除去ポンプ

高圧注入ポンプ

格納容器スプレイポンプ

充てん/高圧注入ポンプ

①電源の確保（電源車の繋ぎ込み）

電源車の配置

訓練の実施

復水
タンク

タービン動補助
給水ポンプ

蒸気タービンへ

主給水

主蒸気

駆動用蒸気
消防車など

補給水

②炉心冷却機能の確保

④定期検査における特別点検

ECCS系の健全性確認

使用済燃料ピットポンプ分解点検

⑤安全上重要な設備機能維持のための対策

既存扉の隙間へのシール施工等

⑥運用面での対策

訓練の実施

緊急対応体制の確立

福井県の皆様への情報発信

消防車の配備

訓練の実施

原子炉容器

蒸
気
発
生
器

１次冷却材ポンプ

制御棒

原子炉格納容器

燃料
取扱棟

使用済
燃料ピット

蓄圧タンク 主給水

主蒸気

格納容器スプレイリング

Ｐ

電動補助給水ポンプ

空気

③使用済燃料ピットの冷却機能の確保

消防車の配備

訓練の実施

凡例： 緊急対策：実施済（一部次回定期検査中に実施）
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（２）緊急対策の実施状況（敦賀2号機）



2.指摘事項に対する対応
（１）前回委員会等における指摘事項に対する対応

第２回委員会受電設備、変圧器、変電所他の地震・津波対策は9

第２回委員会津波評価の検討状況は10

第２回委員会緊急時対策所の津波に対する対応は11

第２回委員会発電所における総合訓練の実施や、複数ユニット同時対応訓練など、シナリオの充実を図っては12

第２回委員会地震・津波時における淡水タンク等の健全性は8

7

6

5

4

3

2

第２回委員会燃料取扱建屋の耐震バックチェックにおける評価は

第２回委員会
電源車、タンクローリ、消防ポンプおよび瓦礫を除去するタイヤシャベルの保管方法は

（敦賀はホイールローダ車）

第２回委員会ダービン動補助給水ポンプの水源（復水タンクなど）の容量（敦１の場合、非常用復水器）

第２回委員会電源車の運転継続時間は

第２回委員会タービン動補助給水ポンプ駆動蒸気で、安定的に給水できるのか

第２回委員会消防ポンプへの燃料補給方法は

第２回委員会電源車の容量は必要十分か1

指摘項目No.

7

5

6

8

9 10

11

12 13

14 15

16 17

18

2119

22

23



電源の確保について

１．資機材の確保
（１）電源車：必要な容量以上の電源車を準備

○給電対象
◇１号機 ◇２号機

・蓄電池 ・蓄電池
・復水補給ポンプ ・蓄圧タンク出口弁

・計装電源、中央制御室照明 ・計装電源、中央制御室照明
＝約１４４ｋＶＡ ＝約６２８ｋＶＡ

○必要な容量
◇１号機：約１４４ｋＶＡ＜２２０ｋＶＡ ◇２号機：約６２８＜１０２０ｋＶＡ

（２２０ｋＶＡ＋８００ｋＶＡ）

電源車を接続すれば、中央制御室でのプラント監視等は継続的に実施可能。電源車を接続すれば、中央制御室でのプラント監視等は継続的に実施可能。

ご意見 １：電源車の容量は必要十分か

6

仮設ケーブル

１号機電源融通盤

２号機電源融通盤

電源車
・定格出力：２２０ｋＶＡ
・定格電圧：４４０V

蓄電池

非常用復水器

接続アダプタ

１号機電源機能等
喪失時仮設電源分電盤

２号機

１号機

＜屋外＞

プラント監視
計器用電源盤

既設との接続箇所

照明
プラント監視計器

照明用
電源盤 充電器盤

〈１号機の例〉

約１６１ｋＶＡ／約４６７ｋＶＡ約１４４ｋＶＡ
必要電源

容量

２２０ｋＶＡ／８００ｋＶＡ２２０ｋＶＡ
電源車

容量

２号機１号機

（２）取組状況の説明



電源車の連続運転時間

ドラム缶

ポンプ

タンク容量 約２６日分※

補助ボイラ燃料タンク

※優先的に使用する２号機補助ボイラ燃料貯蔵タンクに保有する軽
油（通常保有量下端約２００ｋLで算出）で電源車（８００ kVA １台・
２２０ kVA ２台）、消防自動車（２台）を連続使用した場合の容量電源車燃料タンク容量・燃費

・８００ｋＶＡ：４９０L（１７０L／ｈ）
・２２０ｋＶＡ：３８０L（５５L／ｈ）

電源車燃料タンク満タンで
約３時間連続運転可能

電源車には約３０分で給油 電源車までの
補給時間約３０分以下

消防自動車までの
補給時間約１５分以下

消防自動車燃料タンク容量・燃費
・７０L（２０L／ｈ）

消防自動車燃料タンク満タンで
約３時間連続運転可能

消防自動車には約１５分で給油

消防自動車への燃料補給

ご意見 ２：電源車の運転継続時間は

7

電源車燃料が空にならないように、燃料が補給できることを訓練
で確認した。

電源車燃料が空にならないように、燃料が補給できることを訓練
で確認した。



タービン動
補助給水
ポンプ

復水
タンク

Ｍ

格納容器内
建屋内

屋外

原子炉容器

蒸
気
発
生
器

１次冷却材
ポンプ

蒸気

炉心冷却機能の確保

約22

原子炉停止
直後（ｍ3/h)

1

台 数

約96250950敦賀２号機

流量
(m3/h)

揚程
(m)

炉心冷却に必要
な給水流量

定格性能

プラント

タービン動補助給水ポンプの性能（原子炉停止直後）

タービン動補助給水ポンプは、蒸気発生器に水を供
給し続ける機能を有し、原子炉を冷却するのに必要
な水を給水する機能を有する。

タービン動補助給水ポンプは、蒸気発生器に水を供
給し続ける機能を有し、原子炉を冷却するのに必要
な水を給水する機能を有する。

電動補助
給水ポンプ

ご意見 ３ ：タービン動補助給水ポンプ駆動蒸気で、安定的に給水できるのか

駆動蒸気圧が小さい時の性能

約100

揚程(m)

約250.3敦賀２号機

流量(m3/h)
駆動蒸気圧力

(MPa)
プラント

高温停止
状態継続に
必要な流量

（m3/h)

運転中は、定期試験として毎月１回
起動試験を実施
定期検査時の原子炉起動時に
起動試験を実施

8



炉心冷却機能の確保（１号機）

9

① ＩＣ用貯蔵タンクからの給水
（ＩＣによる減温・減圧） 【約8時間※】

③ 復水貯蔵タンクからの水補給
（復水補給ポンプ）

⑧ 海水を用いた水補給（消防自動車等）

④ 防火水槽からの水補給（消防自動車等）

【約 0.3日】

⑤ 発電用水タンクからの水補給
（消防自動車等）

⑥ ろ過水タンクからの水補給（消防自動車等）

⑦ 原水タンクからの水補給（消防自動車等）

② 発電用水タンクからの水補給
（ディーゼル消火ポンプ）

※発電用水タンクからの補給を含む時間

【約 1.9日】

ご意見 ４：非常用復水器用貯蔵タンクの水源の容量は

【②で使用済】

【 約5.6日】

【 約1.4日】

給水可能時間：約９．５日
給水可能時間：約９．５日

発電所内で保有しているタンクの淡水で９．５日間の給水が可能であり、その後、海水で継続冷却
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炉心冷却機能の確保（２号機）

① ２次系純水タンクからの水補給

⑦ 海水を用いた水補給（消防自動車等）

② ろ過水タンクからの水補給（消防自動車等）

③ 防火水槽からの水補給（消防自動車等）

⑥ 原水タンクからの水補給（消防自動車等）

① 復水タンクからＳ／Ｇへの給水

ご意見 ４：タービン動補助給水ポンプの水源（復水タンクなど）の容量は

【 約5.4日※】

【約 3.1日】

※２次系純水タンクからの供給を含む時間

【約 0.1日】

【約 0.4日】

給水可能時間：約９日
給水可能時間：約９日

発電所内で保有しているタンクの淡水で９日間の給水が可能であり、その後、海水で継続冷却



電源車の連続運転時間

電源車燃料が空にならないように、燃料が補給できることを訓練で
確認した。
電源車燃料が空にならないように、燃料が補給できることを訓練で

確認した。

ドラム缶

ポンプ

タンク容量 約２６日分※

補助ボイラ
燃料タンク

※優先的に使用する２号機補助ボイラ燃料貯蔵タンクに保有する軽
油（通常保有量下端約２００ｋLで算出）で電源車（８００ kVA １台・
２２０ kVA ２台）、消防自動車（２台）を連続使用した場合の容量電源車燃料タンク容量・燃費

・８００ｋＶＡ：４９０L（１７０L／ｈ）
・２２０ｋＶＡ：３８０L（５５L／ｈ） 電源車までの

補給時間約３０分以下

消防自動車までの
補給時間約１５分以下

消防自動車燃料タンク容量・燃費
・７０L（２０L／ｈ）

消防自動車燃料タンク満タンで
約３時間連続運転可能

消防自動車には約１５分で給油

消防自動車への燃料補給

電源車燃料タンク満タンで
約３時間連続運転可能

電源車には約３０分で給油
携行缶への補給

給 油

運 搬

運搬車両への積込み

移動（容器回収）

補
給
時
間
約
３
０
分

ガソリン（可搬式動力ポンプ用燃料）の給油

携行缶容量：２０L
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ご意見 ５：消防ポンプへの燃料補給方法は



燃料搬送ルート、電源車（燃料補給資機材含む）の設置場所

ご意見 ６：電源車、タンクローリ、消防ポンプおよび瓦礫を除去するタイヤショベルの保管方法は
・敦賀はタンクローリの代替としてドラム缶を使用
・タイヤショベルの代替としてホイールローダ車を使用

：電源車（燃料補給資機材含む）設置場所

：燃料搬送ルート

：電源車移動ルート

敦賀発電所2号機

日本原子力研究開発
機構殿敷地内

（EL約２０ｍ）

補助ボイラ
燃料タンク
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２号機グランドレベル：ＥＬ＋７ｍ

ふげんグランドレベル：ＥＬ＋２０ｍ

１号機
グランドレベル
：ＥＬ＋３ｍ

：資機材

１．資機材の確保
（１）消防自動車

・ ０．８５ＭＰａ×１台

（１台は正門監視所に配備）
消防自動車

（１）可搬式動力ポンプ
・０．５５ＭＰａ×３台

（２）消防ホース
・本数３７本（最長ケースを想定）

（３）ホイールローダ車を配備
・瓦礫排除のため

１．電源車
（１）８００ｋVA
（２）２００ｋVA

原子力館敷地内

（EL約２２．５ｍ）



燃料搬送ルート、電源車（燃料補給資機材含む）の設置場所

資機材置き場
資機材置き場
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ホイールローダ車

資機材置き場

消防自動車

消防自動車 電源車

可搬式動力ポンプ



使用済燃料貯蔵池冷却系統の耐震評価

Ｓ原子炉建屋

Ｓ⑤貯蔵池

Ｂ③配管

－⑥照明

Ｂ①ポンプ

耐震クラス

Ｂ②クーラ

Ｓ④燃料取扱装置

使用済燃料貯蔵池関連設備の耐震性（１号機）

ご意見 ７：燃料取扱建屋の耐震バックチェックにおける評価は（敦賀１号機においては原子炉建屋）

使用済燃料貯蔵池関連設備のBクラ
スの機器について，今後耐震性を有す
ることを確認する。また，必要に応じて
対策を実施する。
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④燃料取扱装置（B→Sクラス相当に改造中）

スキマ
サージ
タンク

海水で冷やした冷却水

①ポンプ（Ｂ）

③配管（Ｂ）

② クーラ
（Ｂ）

配管（Ｂ）

復水貯蔵
タンク

（S）

復水補給
ポンプ
（S）

⑤使用済燃料
貯蔵池

③
配管（Ｂ）

配管（C）

発電用水
タンク

（Ｃ）

ディーゼル
消火ポンプ（Ｃ）

復水移送
ポンプ

（Ｂ）

※

※

⑥照明（Ｃ）

注）設備名に付記した（ ）内の

英字は耐震重要度クラスを示す



注）設備名に付記した（ ）内の

英字は耐震重要度クラスを示す

使用済燃料ピット冷却系統の耐震評価

落下しないことを確認済み④ピットクレーン

落下しないことを確認する⑤ 照明

２１０１１①燃料ピットポンプ

評価基準値

(MPa)
発生値

(MPa)

２０２１６９②燃料ピットクーラ

３７９１５６③配管

※耐震評価を実施し、必要に応じ
耐震裕度向上対策を計画する。

使用済燃料ピット関連設備の耐震性（２号機）
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①使用済燃料ピット（Ｓ）

海水で冷やした冷却水
①ポンプ（Ｂ）

１次系
純水タンク

（Ｂ）

１次系
純水ポンプ

（Ｂ）

③配管（Ｂ）

③
配管
（Ｂ）

配管
（Ｓ）

配管（Ｂ）

④用済燃料ピットクレーン（Sクラス相当）

②
クーラ
（Ｂ）

燃料取替用水
タンク（Ｓ）から

配管
（Ｓ）

⑤照明Ｃ）

ご意見 ７：燃料取扱建屋の耐震バックチェックにおける評価は（敦賀１号機においては原子炉建屋）



耐震Cクラスタンクの耐震性について（１号機）

ご意見 ８：地震・津波時における淡水タンク等の健全性は

耐震Ｃクラス
耐震Cクラス

350m3

ＩＣ用貯蔵タンクへ

建屋内

屋外

ディーゼル消火ポンプ

復水貯蔵
タンク
1200m3

ろ過水
タンク
1000m3

消防自動車
又は

可搬式動力ポンプ

①

①

耐震Ｓクラス

復水補給
ポンプ

16

地中に設置

発電用水
タンク

原水
タンク
300m3

（コンクリートピット構造）



耐震Cクラスタンクの耐震性について（２号機）

耐震Sクラス 耐震Cクラス

○水源となるCクラスのタンクについては、

地震、津波などの発生後、使用できるも
のを活用する考え。

○ある程度の強度見通しを得る意味で、
入力について仮にSs地震動を想定した

場の評価を実施

・1次応力評価

・座屈評価

胴板

基準地震動Ss
による入力

基礎部

・すべり評価
（静摩擦力と地震荷重の比較

→すべる場合はすべり量評価）

＜評価条件＞

＜結果＞

すべり量は既存のフレキシブル配管等で
対応可能と考えられる。42.7mm42.7mm

最大
すべり量

基礎
部

評価基準値：１以下0.740.74座屈

価基準値0.6Su＝240MPa以下である195MPa195MPa一次応力

胴板

ろ過水
タンク

２次系
純水タンク

評 価

発 生 値
評 価
項 目

評価
部位

ご意見 ８：地震・津波時における淡水タンク等の健全性は

タービン動
補助給水ポンプ

× 2

電動補助
給水ポンプ

２次系純水ポンプ

蒸気発生器へ

タービン動
補助給水ポンプ

純水
装置

２次系純水ポンプ

建屋内
屋外

内径（ｍ） ：25.18
胴板厚さ（mm）：8～16

内径（ｍ） ：25.18
胴板厚さ（mm）：8～16

ろ過水タンク

6000m3
× 2

6000m3

２次系純水
タンク

復水

タンク

1200m3

17
実力ベースでは、機能は維持されるものと評価される。実力ベースでは、機能は維持されるものと評価される。



送電系統・受電設備の強化

ご意見 ９：受電設備、変圧器、変電所他の地震・津波対策は

18

・特高開閉所設備や変圧器などは、洗浄等の手

当てが必要。

・地下のケーブルについては、海水冠水状態で

も使用可能。

・変電所の設備同様、0.3Gの共振正弦３波に耐える設計。
（耐震クラスはC） ⇒ 変圧器は0.5G、それ以外は0.3G

発電所受電
設備（特高開
閉所、ｹｰﾌﾞﾙ、
変圧器等）

津波にかかる評価地震にかかる評価

今後、敦賀１号機と２号機の電力供給の信頼性向上に資するよう、全ての送電系統を
敦賀１号機、２号機に接続し、電力供給を可能とする（ＮＩＳＡ指示）。

１号機 ２号機

敦賀線：２７５ｋＶ
（２回線）

立石線７７ｋＶ
（１回線）

原電敦賀線：５００ｋＶ
（２回線）

・敦賀線（２７５ｋＶ） ： １，２号機共に接続

・原電敦賀線（５００ｋＶ） ： ２号機のみに接続

・立石線（７７ｋＶ） ： １号機のみに接続



津波の評価について

【津波対策について】
○緊急対策 安全上重要な設備の冠水防止のため扉等へのシール施工

○応急対策 ・冠水防止のためさらに信頼性を高めるため水密扉への取替
・海水ポンプエリアに防護壁を設置（平成２４年３月完了予定）

今後、津波高さについては、国大の委員会等での検討も踏まえ、事業者として必
要な見直し検討を行う。

【津波評価の考え方】
○土木学会基準に基づき海岸線と海底地形を最新の地形図等をもとにモデル化し、
地震の断層運動による海底の鉛直変位分布を海面に与え、シミュレーション解析によ
り各地点の津波高さを計算。

また、既往津波の痕跡高の再現計算を実施することにより、数値計算に基づく妥当
性確認を行い、津波高さ： EL+ ２．８ｍと評価。

ご意見 １０：津波評価の検討状況は
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津波の評価について

20

海域活断層に想定される地震に伴う津波

-

琵琶湖

若狭湾

敦賀発電所から半径 30km

⑩
B
断

層

①
和

布
－

干
飯

崎
沖

断
層

④
柳

ヶ
瀬

断
層

⑫
三

方
断

層

⑥
敦

賀
断

層

⑧
Ｃ

断
層

③ウツロギ峠北方－池河内断層

⑤浦底－内池見断層

-

⑮
FO

-B断
層

⑭
FO

-A
断

層

0 20km0 20km

山中断層

⑨
野

坂
断

層

⑪
大

陸
棚

外
縁

断
層

②
甲

楽
城

断
層

⑦白木－丹生断層

敦賀
発電所

鍛冶屋断
層

醍醐断層
関ヶ原断層

大清水断層

門前断層

FGA3
東

部断
層

津波の発生源の不確かさを考慮した計算を実施
（断層傾斜角、すべり角、断層の上縁深さ）

検討領域

波源

日本海東縁部に想定される地震に伴う津波
津波の発生源の不確かさを考慮した計算を実施

（波源の位置、断層傾斜角、断層走向、断層の上縁深さ）

日本海東縁部および、耐震バックチェックで新たに評価した海域の活断層を対象とし
て評価を実施



T.P.：東京湾平均海面

耐震バックチェックにおける津波評価（検討中）

T.P. +３．０ｍ

２．１ｍ

（参考）

平成１４年評価

T.P. +５．６ｍ２号機
T.P. +７．０ｍ

T.P.＋２．８ｍ

T.P. +４．７ｍ１号機

敦賀発電所

原子力施設

敷地高さ

最高水位

（暫定値）

評価レベル

（海水ポンプモータ据付レベル）
ユニット

今後、津波高さについては国レベルの検討も踏まえ、必要な見直し評価を行う
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緊急時対策本部の津波対策

○緊急時対策本部が１階にあることから、津波対策以下のとおり実施する。また、平成１９年に発生した中越沖地震の
対応を踏まえた緊急時対策本部を建設中（基礎工事中）であるが、津波対策を踏まえた対応を図る。

津波発生時に想定される設備状況
①緊急時対策本部は、１階にあり津波による影響を

受ける可能性がある。
②緊急時対策本部に必要な電源、空調についても、

水没する可能性がある。
③所内の通信系統についても、機能喪失する可能

性がある。

緊急時対策本部について、津波の影響を
受けないよう防水処理を実施する。

① 大津波警報が出た場合、発電所対策本部（地震によって設置）を設置す
るとともに、要員は一旦、固体廃棄物貯蔵庫などの高台に退避させる。

② 緊急時対策本部や通信設備が機能しない場合を想定し、以下の通信手
段を確保

・本店との通信 ： 衛星電話（約１０台）
・所内での通信 ： トランシーバー

①新設する緊急時対策本部に係わ
る通信設備の検討の中で、緊急時
対策本部の機能を機動的に発揮
できるよう、通信機材等の増強を
検討する。
衛星通信システム、構内無線等

緊急対応 今後、検討する対策

22

ご意見 １１：緊急時対策所の津波に対する対応は



地震・津波による全交流電源喪失に係る訓練の充実

【 発電所における総合的な訓練 】
下記に示す総合的な訓練を検討する。
<例> ・総合連携訓練 （対策本部と現場との連携、

指揮命令系統の強化、初動体制の確立等）
・全交流電源喪失、一次冷却材管の破断な
どシビアアクシデントを想定した訓練

１）運転員訓練
・全交流電源喪失に対応
するマニュアルの整備

・マニュアルに基づいた
訓練実施

２）電源復旧、給水訓練
・１、２号で同時に全交流
電源喪失が発生したこと
を想定し、訓練を実施す
ることにより、対応手順
の成立性を確認

ご意見 １２：発電所における総合訓練の実施や、複数ユニット同時対応訓練など、シナリオの充実を図っては

今後の対応

１）国・自治体等と連携し
た総合防災訓練の実施

２）『応急対策』完了に
伴う手順書整備等の
整備・訓練実施

３）体系化

・訓練の体系化（頻度、
体制等）および継続的
改善

更なる充実『緊急対策』訓練

・指揮命令系統の確認
・夜間、休日対応訓練実施
・対応要員の確認

等

緊急時対策本部
・指揮命令系統の確立
・プラント状況把握
・対応策実施に係る優先順位の決定

中央制御室
・全交流電源喪失事

故の模擬操作
・緊急時対策本部、

現場への情報伝達

現場
・電源車による電源

確保
・タンクへの水補給

（対策本部が指示
する優先順位に基
づき実施）

23



① １号機 電源の確保（現状）

１号機
電源融通盤

２号機電源融通盤

蓄電池

非常用
復水器

１号機電源機能等
喪失時仮設電源分電盤

２号機

１号機

プラント監視
計器用電源盤

照明プラント
監視計器

照明用
電源盤 充電器盤

４８０V配電盤

（パワーセンター）

海水

＊

外部電源より

＊ ＊ ＊
原子炉補機冷却水ポンプ
停止時冷却系ポンプ 等

（原子炉の冷却維持に必要な機器）

非常用ＤＧ

仮設ケーブル

①電源車配備

＜屋外＞

24

緊急対策により炉心冷却に必要な監視計器等の電源を確保している

3.今後、実施すべき追加対策



⑤空冷式の代替ＤＧを設置

１号機
電源融通盤

２号機電源融通盤

蓄電池

非常用
復水器

仮設ケーブル

１号機電源機能等
喪失時仮設電源分電盤

プラント監視
計器用電源盤

照明
プラント
監視計器

照明用
電源盤 充電器盤

原子炉補機冷却水ポンプ
停止時冷却系ポンプ 等

（原子炉の冷却維持に必要な機器）

４８０V配電盤

（パワーセンター）

応急対策として
敷設する電源ケーブル

応急対策として
設置する中継端子箱

＜屋外＞

＜屋外＞

③移動式電源車配備

海水

④電源系強化

②海水供給用可搬式ポンプ配備

① １号機 電源の確保（追加対策後）

外部電源より

＊ ＊ ＊

非常用ＤＧ

①電源車配備

２号機

１号機

＊

25

非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）と同規模の

非常用発電機を追設すること

：緊急対策

：応急対策

：追加対策



非常用復水器用
貯蔵タンク

復水貯蔵
タンク

防火水槽

蒸気

非常用復水器 発電用水
タンク

可搬式動力ポンプ等

ろ過水
タンク

原水
タンク

海水取水路

ディーゼル
消火ポンプ

復水補給ポンプ

①可搬式動力ポンプ等による水補給

Ｍ

海

② １号機 炉心冷却機能の確保（現状）

海水ポンプ

緊急対策により非常用復水器貯蔵タンクに注入し炉心冷却機能を確保している

26



② １号機 炉心冷却機能の確保（追加対策後）

非常用復水器用
貯蔵タンク

復水貯蔵
タンク

防火水槽

蒸気

非常用復水器 発電用水
タンク

可搬式動力ポンプ等

ろ過水
タンク

原水
タンク

海水取水路

ディーゼル
消火ポンプ

復水補給ポンプ

消防自動車等

②配管設置

Ｍ

海水ポンプ

海

④大容量海水ポンプ車を配備

③ポンプ用モータの予備を配備

Ｍ

①可搬式動力ポンプ等による水補給

27

・ポンプ用モータの予備を
確保および大容量海水
ポンプを確保すること

：緊急対策

：応急対策

：追加対策



③ １号機 使用済燃料貯蔵池冷却機能の確保（現状）

①可搬式動力ポンプ等
による水補給

スキマ
サージ
タンク

クーラ

ポンプ
クーラ

復水貯蔵
タンク

復水補給
ポンプ

使用済燃料貯蔵池

発電用水
タンク

復水移送
ポンプ

※

※

海水で冷やした冷却水

ディーゼル
消火ポンプ

消火栓

建屋内

可搬式動力
ポンプ等

本設

本設

２号機
ディーゼル
消火ポンプ

本設

・水位計

・温度計

屋外

接続口

接続口

ホース

防火水槽

海水

ホース

ホース

28
緊急対策により使用済燃料貯蔵池の冷却機能を確保している



③ １号機 使用済燃料貯蔵池冷却機能の確保（追加対策後）

スキマ
サージ
タンク

クーラ

ポンプ
クーラ

復水貯蔵
タンク

復水補給
ポンプ

使用済燃料貯蔵池

発電用水
タンク

復水移送
ポンプ

※

※

海水で冷やした冷却水

ディーゼル
消火ポンプ

消火栓

建屋内
屋外

本設

本設

２号機
ディーゼル
消火ポンプ 本設

①可搬式動力ポンプ等
による水補給

・水位計

・温度計

④水位監視用カメラを設置

③水位、温度監視用電源を非常
用電源から給電出来るように

改造

②専用の配管を設置

接続口

接続口

可搬式動力
ポンプ等

防火水槽

海水

ホース

ホース

29

・外部電源喪失時にも水位、温度監視が可能とすること
・水位計監視方法の多様化を図ること

：緊急対策

：応急対策

：追加対策



＜建屋内＞＜屋外＞

非常用ＤＧ

海水

その他
安全系機器ポンプ等

計器用電源盤

（中央制御室の
監視計器への
給電のため）

電動補助給水
ポンプ

（炉心冷却の
継続のため）

充電器盤

（蓄電池への
充電のため）

蓄電池

① ２号機 電 源 の 確 保 （ 現 状 ）

①電源車配備

緊急対策により炉心冷却に必要な監視計器等の電源を確保している

ほう酸ポンプ

（系統へのほ
う素注入によ
る反応度制
御のため）

6.9kV配電盤
480V配電盤

外部電源より
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＜建屋内＞＜屋外＞

海水

その他
安全系機器ポンプ等

計器用電源盤

（中央制御室の
監視計器への
給電のため）

電動補助給水
ポンプ

（炉心冷却の
継続のため）

ほう酸ポンプ

（系統へのほ
う素注入によ
る反応度制
御のため）

充電器盤

（蓄電池への
充電のため）

蓄電池

① ２号機 電 源 の 確 保 （ 追 加 対 策 後 ）

②海水供給用可搬式ポンプ

③移動式電源車を配備

①電源車配備

④空冷式の代替ＤＧを設置

6.9kV配電盤
480V配電盤

外部電源より
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非常用ＤＧ

＜屋外＞

非常用ディーゼル発電機（ＤＧ）と同規模の
非常用発電機を追設すること。

：緊急対策

：応急対策

：追加対策



② ２号機 炉心冷却機能の確保（現状）

タービン動
補助給水ポンプ

復水
タンク

Ｍ

２次系
純水タンク

ろ過水タンク電動
補助
給水
ポンプ

ディーゼル
消火ポンプ

２次系純水ポンプ

格納容器内

建屋内

屋 外

ホース

本設

原子炉容器

蒸
気
発
生
器

ポンプ

蒸気

消火栓

ホース

①消防自動車等による水補給

海水

ホース

原水タンク

消防自動車等

クーラ

クーラ

Ｍ

緊急対策により復水タンクから注入水による炉心冷却機能を確保している

防火水槽

消防自動車等

ろ過

装置

純水

装置
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② ２号機 炉心冷却機能の確保（追加対策後）

タービン動
補助給水ポンプ

復水
タンク

Ｍ

電動
補助
給水
ポンプ

ディーゼル
消火ポンプ

２次系純水ポンプ

格納容器内

建屋内

屋 外

ホース

本設

原子炉容器

蒸
気
発
生
器

ポンプ

蒸気

消火栓

ホース

①消防自動車等による水補給

ホース

消防自動車等

②防護壁設置

防護壁
防護壁

クーラ

クーラ

④大容量海水ポンプ車を配備

Ｍ

Ｍ

純水

装置

ろ過

装置

ろ過水タンク

防護壁

原水タンク

２次系
純水タンク

防護壁

③ポンプ用モータの予備を配備

防火水槽

海水
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・ポンプ用モータの予備を確保および大容
量海水ポンプを確保すること

：追加対策

：応急対策

：緊急対策



水位低下分を
適宜補給

③ ２号機 使用済燃料ピット冷却機能の確保（現状）

建屋内

屋外

使用済燃料ピット

ポンプ
クーラ

海水で冷やした冷却水

クーラ
ポンプ

（本設配管） 補給水
系統

①消防自動車等による
水補給

ディーゼル
消火ポンプ

消火栓

消防自動車

本設

屋外

ホース

ホース
ホース

ろ過水タンク

2次系

純水タンク

ホース

防火水槽

海水

・水位計
・温度計

緊急対策により使用済燃料ピットの冷却機能を確保している

原水タンク

34



水位低下分を
適宜補給

③ ２号機 使用済燃料ピット冷却機能の確保（追加対策後）

建屋内 屋外

使用済燃料ピット

ポンプ
クーラ

海水で冷やした冷却水

クーラ
ポンプ

（本設配管） 補給水
系統

①消防自動車等による
水補給

ディーゼル
消火ポンプ

消火栓

消防自動車

本設

屋外

タンク、海水
（左記同様）

ホース

ホース
ホース

ホース

接続口

消防自動車

ホース

ろ過水タンク

2次系

純水タンク

ホース

防火水槽

海水

・水位計
・温度計

②配管設置

⑤水位監視用カメラを設置

④水位、温度監視用電源を非常用
電源から給電出来るように改造

③配管等の耐震評価

原水タンク
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・外部電源喪失時にも水位温度監視
を可能とすること

・水位監視方法の多様化を図ること

：緊急対策

：追加対策

：応急対策



検証委員会ご意見、福井県からの要請や、国からの指示に基づき追加対策を検討

訓練の充実

平成２４年２月迄に配備予定海水ポンプ用モータ予備品の保有

平成２４年９月迄に配備予定大容量海水ポンプの配備

総合防災訓練への反映、並び
に訓練の体系化を検討

（平成２３年度中に対応）

全交流電源喪失事故、一次冷却材配管破断事故などシビアア
クシデントを想定した訓練の計画・実施

水位の監視手段の多様化のため監視カメラを設置

平成２３年６月迄に配備予定
タービン動補助給水ポンプに加え、冷却機能の多様化を図るた
め電動補助給水ポンプが可動できる電源を確保する。

中長期的課題として検討
定期検査における燃料取出し中等においても常時２台以上の
非常用電源が可動となるよう、恒設の非常用電源を追設する。

電源の確保

平成２３年４月迄に配備消防ポンプ及びホースの追加配備炉心冷却機能の
確保

平成２３年１２月まで

（定期検査中に実施）

使用済燃料貯蔵ピットの監視強化のため、水位・温度監視に必
要な電源を非常用発電機から確保できるよう設備改造を実施

使用済燃料ピット
冷却機能の確保

中長期的課題として検討外部電源、発電所受電設備他の強化

設

備

面

の

対

策

全般
平成２３年１２月まで

（建設工事中）

津波により緊急対策本部の機能喪失した場合に備えた津波対
策が図られた免震事務所を設置する。

なお、今回の事故にかんがみ、建屋の水密構造の強化を図る。

運用
面の
対策

検討状況概 要項 目
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4. ま と め

○緊急対策は定期検査において実施するもの以外は、全
項目が実施済みであるが、今後も継続的に改善点を訓
練に反映し、実効性を更に高める。

○各委員から頂いたご意見を、発電所の運営に適切に反
映する。

○今後も継続的に東電事故の情報収集に努め、分析・評
価を実施し、また津波評価に関する最新の知見も取り入
れ必要な対策を講じていく。
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国からの指示文書に対する対応状況

【検討中】

外部電源の信頼性向上対策について検
討中。

地震等により外部電源から発電所への供給支障が生
じることにより、発電所の外部電源に影響を及ぼすた
め、発電所内電源の強化を含め、開閉所の津波対策
などを検討し、実施状況の報告を5月16日までに報告
することを求める。

外部電源の信頼性
確保

【平成23年4月15日】

【実施中：保安規定の変更申請を平成23
年4月21日】

定期検査等により１台のディーゼル発電
機が使用できない期間は代替の電源を
配備する。

将来的には新たな非常用電源を設置

非常用発電機に対して、定期検査中の燃料取出し期
間等においても２台以上が動作可能な状態であること
（これまでは１台要求）を求めるもので、運転等の規則
にあたる保安規定を4月28日までに変更することを求

める。

非常用発電機の配備
強化

【平成23年4月9日】

【実施済：平成２３年４月２２日】

短期対策（実行計画の緊急対策に対応）
の実施結果と中長期対策（応急対策）の
計画を実施状況報告書として国へ報告。

津波に対する緊急安全対策を以下の観点から要求。

①緊急点検の実施

② 緊急時対応計画の点検・訓練の実施

③ 緊急時の電源確保

④ 緊急時の最終的な除熱機能の確保

⑤ 緊急時の使用済燃料貯蔵槽の冷却確保

⑥ 各原子力発電所における構造等を踏まえた当面

必要となる対応策の実施

なお、短期対策は１か月目処に完了する指示

緊急安全対策の実施
【平成23年3月30日】

当社の取り組み状況指 示 概 要

参考１

県要請に基づく実行計画提出（4/8）

検証委員会（4/8）でご意見を頂いた事項
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非常用発電機の配備強化

B

安全系 安全系

DG

A

DG

２台

燃料取出・交換中運転中

１台２台

２台２台２台

従来

今後

（使用不可） （使用可）

当
面

B

安全系 安全系

DG

A

DG

（使用不可） （使用可）

将
来

DG B

安全系 安全系

DG

A

DG

（使用不可） （使用可）

恒常設置（共用）
移動式発電装置

恒常設置する発電機（共用）の運用を開始するまでは所要の電力供給が可能な場合、移
動式発電装置を非常用発電機とみなすことができる。

号機毎に２基のディーゼル発電機が設置されており、発電機の保守・点検は燃料取出中な
どに実施してきたが、今後は常時２台の稼動が可能となることを運転上制限事項とし要求

従来

参考２
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外部電源の信頼性 確保
参考３
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今後、敦賀１号機と２号機の電力供給の信頼性向上に資するよう、全ての送電系統を敦
賀１号機、２号機に接続し、電力供給を可能とする（検討中）。

・敦賀線（２７５ＫＶ） ： １，２号機共に接続

・原電敦賀線（５００ＫＶ） ： ２号機のみに接続

・立石線（７７ＫＶ） ： １号機のみに接続

１号機 ２号機

立石線７７ｋＶ
（１回線）

原電敦賀線：５００ｋＶ
（２回線）




